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明治前期の災害対策法令（第 2輯）（その 5）
































『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月－ 1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月－ 1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平






「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。
それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの災害対策法令 52件を加えたものが，井上洋『明









【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで）
16.  「官林規則ヲ設ク」（明治 4辛未年 7月，民部省第 22）（承前）（8月［24日］）（481―482頁）【災
害予防】
【注解】



















「伐木ヲ留ル官林総テ入札ヲ以テ払下規則ヲ定ム」（明治 5壬申年 6月 15日，大蔵省第 76号）によ
り政府（大蔵省）が官林払い下げ政策に乗り出したためである。けれどもこの払い下げ政策（大蔵省）














































































































































































































































































































の事務の総括的な管理（第 1条（①），第 4条（④））と司中官員の人事への関与（第 2条（②），
第 3条（③））である。





















































































































































































































































掛は 4名（少佑 2名，少令史 1名，准十二等出仕 1名）である。
　図籍掛※48は，開墾地図，村鑑地図，各港外国人居留地，樺太，小笠原島其他島々調，一村限地













ものであったことがわかる※49。国高調掛は全 9名で，少佑 1名，権少佑 2名，少令史 6名という
構成である。国高調掛と同じく租税徴収事務に接する五ヶ年／六ヶ年平均調掛※50は 7名（権大佑


























は，『職員録（明治 3年 9月改）』である。「地理司分課」にその名が記されている 44名について対
照を行なうと，近藤少佑，土肥大令史，斎藤六蔵，狩野春川の 4名に関しては記載がないものの，






ることが確認される※54。内藤長嘉は『職員録 上（明治 4年 4月［10日］改）』でも権大佑であるので，
これもまた「地理司分課」と対応しない※55。以上から「地理司分課」がもっともよく適合するのは，『職
員録（明治 3年 11月改）』であることが知られる。「地理司分課」は明治 3年 9月から 11月ころに
かけての地理司の官員と一致しているのである。
地理司分課編成表





諸官省往復 臨時文書 その他 記録編集掛 計
大佑 1 1（2）
権大佑 2 1 3（5）
少佑 2 4 1 1 1 2 1 1 13（14）
権少佑 2 1 2 5（7）
大令史 4 1 2 1  8（14）
少令史 1 6 3 2 12（18）
准十二等出仕 1 1
その他 1 1







※ 6 科学技術庁資源調査会（編）『将来の資源問題―人間尊重の豊かな時代へ―（科学技術庁資源調査会報告第 60

















































6年 9月 20日，大蔵省第 134号）。
※ 7 官林規則制定時（明治 4年 7月 9日）までの官林（山林）行政の中央政府における所管を整理すると，明治 2
年 4月 8日の民部官設置までは会計官，4月 8日の民部官設置から 8月 12日の民蔵合併までは会計官（→大蔵省）
と民部官（→民部省）の共管，8月 12日以降翌明治 3年 7月 10日に民部省と大蔵省が分離されるまでは民部
＝大蔵省，明治 3年 7月 10日に民部省と大蔵省が分離されてからは民部省（地理司が担当，明治 4年正月晦
日民部本省中に山林局設置，同年 4月（日不詳）山林局を本省から出し地理司中に山林掛を置く―このとき
のちに［明治 12（1879）年 5月 16日］初代内務省山林局長となる桜井勉が地理権正杉浦譲によって登用され
た―）となる（参照，内閣記録局（編）『明治職官沿革表 官廨部』，1―20頁，および，『太政類典』，第 1編
明治前期の災害対策法令（第 2輯）（その 5）154





169頁）。明治 3年 10月制定の「地理司事務章程」第 7章は，「官林樹木ノ簿記ヲ詳ニシ凡土木ノ事アツテ照
会アルトキハ其工作ニ応シ其用度ヲ検査シテ之ニ支給シ其数ヲ記スヘシ」と定め，官林行政の中身を，①「官
林樹木ノ簿記」と，②公共土木工事用の材木の供給としている（内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職















※ 10 「荒蕪不毛地並ニ官林等入札払差止」（明治 6年 7月 20日，太政官第 257号）。明治 5年 6月 15日の官林払い
下げの達からそれの取り消し（明治 6年 7月 20日）に至る過程については，國雄行「明治初期大蔵省の荒蕪地・
官林払下について」，49―62頁，成田雅美「廃藩置県後の官林伐木規制」，87―89頁を参照せよ。
※ 11 杉浦譲は旧幕臣（外国奉行支配調役）で，渋沢栄一の推薦により明治 3年 2月 20日新政府の官員となった（民
部省准 11等出仕）。出仕即日渋沢が掛長であった改正掛員を命ぜられ，同掛中第一部（議案・文書）と第二部（編
集・記録）の主任として勤務した。明治 3年 6月には駅逓権正，同年 7月には地理権正（兼務）に就任。明治
4年 3月に駅逓正（兼地理権正）となり，同年 5月 14日までには（駅逓正兼）地理正に昇進した。以後，明
治 7年正月に内務大丞兼地理頭，明治 10年正月に内務省大書記官地理局長となった（明治 10年 8月 22日没）（参
照，日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』，523―524頁，土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，杉浦
譲全集刊行会，1978年 10月，1―6，27，304頁。［高橋善七］『初代駅逓正杉浦譲伝』は，その 240頁に，「［明
治］4年 7月杉浦は業績により地理権正から地理正に進められた」と記すが，『杉浦譲全集 第三巻』の 304頁は，




では大蔵省の欄に明治 2年 11月失日「置改正掛」と記されている（12頁）。一方，『杉浦譲全集 第三巻』所収















組織規程として，「民部省改正掛条規」が『渋沢栄一伝記資料』に，「改正掛分課規則」（明治 3年 5月 25日）
が『大蔵省沿革志』にそれぞれ収録されている（渋沢青渊記念財団竜門社（編纂）『渋沢栄一伝記資料 第二巻』，
280頁，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史
料集成　第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊，91頁）。改正
掛の設立の経緯とその活動については，同掛長であった渋沢栄一の自伝『雨夜譚』に詳しい（渋沢栄一（述）・




及事務条件ヲ区別ス」，明治 3庚午年 8月 9日，第 520の項（70―23）（井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻』，
841―842頁）を参照せよ）。
※ 12 成田雅美「廃藩置県後の官林伐木規制」，85―86頁。
※ 13 『杉浦譲全集 第三巻』には，「官営富岡製糸場創設日記（自明治 3年 10月至明治 3年 11月）」が収録されてい
る（資料番号 35）（土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，252―263頁）。これは杉浦譲の手になるもので，
























※ 16 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，321―360頁。「明治四辛未歳制度取調御用兼務中　官省制置改正
草稿　杉浦扣本」は，明治 3年 2月民部省に出仕し（民部省准 11等出仕）駅逓正兼地理正を務めた杉浦譲が
制度取調御用掛を兼務していた際に起草に関わった，もしくは自ら起草した，太政官制度の改正案，民部省と


















































し慎重に記せば明治 3年 9月中旬以降 12月半ばまでのあいだ）と考えて問題がない。





















※ 21 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，349―351頁（『杉浦譲全集 第三巻』のテクストに付されている読
み仮名や注は省略した。読点は『杉浦譲全集 第三巻』のテクストによる。これらは「杉浦扣本」からの引用
につき，以下も同様の扱いである）。




































については，後掲の「民部省ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）の項を見よ。
※ 23 明治 3年 10月，杉浦譲は地理司において権正の職にあった（ただし兼任である。杉浦の本官は駅逓権正であっ
た）。このとき地理正は不在であったから杉浦が地理司の長の地位にあったことになる（参照，『職員録（明治





※ 24 「駅逓司事務」第 1章は，次のとおり。「駅逓司ハ民部省ノ所轄ニシテ駅路逓伝ノ事務ヲ掌管ス，但其事務ヲ専
断処分スルハ都テ本省ノ決裁ニ従フヲ則トス」。「駅逓司事務」は駅逓司の組織規程案で，「杉浦扣本」のなか




集 第三巻』，358―360頁）と，明治 3年秋から同 4年春にかけての三つの職員録（『職員録（明治 3年 9月［20日］









を数えると，『職員録（明治 3年 9月［20日］改）』で 10，
『職員録（明治 3年 11月改）』で 5，『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』で 6である。ここから『職員録（明








ある。新式郵便の業務の取り扱いが開始されるのは明治 4年 3月 1日である（東京・京都・大阪間）から，「駅
逓司事務」は新式郵便の創業準備のなかで（創業に向けて）作成されたものと解釈される。
※ 25 土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，293―304頁。『杉浦譲全集 第三巻』に収められた「民部省職制」
（明治 4年 7月）は，民部省の職制案ふたつ（6局 4司案，6局 3司案）と「庶務司職制」，「社寺司職制」の計





























治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）の項を参照されたい。そこに整理番号付きの条文が載せられている。
※ 27 この点は「駅逓司事務」（「杉浦扣本」中⑱）第 1章も同じである（土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』，
357頁，参照）。








明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375の項で詳しく取り上げる）。
※ 29 厳密には第 15章はここから除かれる。
















※ 34 この点※ 30も参照せよ。規程整備を通じて上級機関の権威をより強く確立するという方向性は，太政官と省（民
明治前期の災害対策法令（第 2輯）（その 5）160
部省）の関係においてだけでなく，省の内部（民部本省と地理司）でも見られた。





※ 36 これは「職員令」（明治 2年 7月 8日）どおりである。「職員令」については「職員令並官位相当表」（明治 2
己巳年 7月 8日，第 622）の項（69―21b）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻』，367―380頁）。
※ 37 「地理司職員令」（「杉浦扣本」）における大佑権大佑の職掌（職責）規定は，内容的に，「庶務司職制」および
「社寺司職制」にほぼそのままのかたちで引き継がれている。「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 5条（⑤）に
は「庶務司職制」の第 12条（⑫）と「社寺司職制」の第 7条（⑦）が，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）第 6
条（⑥）には「庶務司職制」の第 13条（⑬）と「社寺司職制」の第 8条（⑧）が，「地理司職員令」（「杉浦扣本」）
第 7条（⑦）には「庶務司職制」の第 14条（⑭）と「社寺司職制」の第 9条（⑨）が，「地理司職員令」（「杉






























ヲ区別ス」（明治 3庚午年 8月 9日，第 520）の項（70―23）を参照せよ（井上洋『明治前期の災害対策法令 第
一巻』，789―790頁）。


























※ 49 地理司は明治 3年 7月 22日，「地理庶務両司ヲ民部省ニ置ク」（明治 3庚午年 7月 22日，第 479）により再置










権大佑 5 3 2
少佑 14 14
権少佑 8 5 3
大令史 12 9 1 2
少令史 16 12 4













治 2年 9月［4日］改）』を見ると，設置されたばかりの地理司は大佑 3名，権大佑 7名の 10名から構成され
ていた（正権正なし）（『職員録（明治 2年 9月［4日］改）』）。ところがひと月後の明治 2年 10月改の職員録
では，地理司の項目がなくなり，前月の職員録で地理司の欄に氏名が掲載されていた 10名中 9名が租税司の




※ 50 五ヶ年／六ヶ年平均調掛の職掌については上掲の「地理司職制」第 6章，および「地理司事務章程」（後掲）
第 6章を見よ（内容は両者同一である）。
※ 51 御林帳事務については「地理司事務章程」（後掲）第 7章が，「官林樹木ノ簿記ヲ詳ニシ凡土木ノ事アッテ照会
アルトキハ其工作ニ応シ其用度ヲ検査シテ之ニ支給シ其数ヲ記スヘシ」と定めている（「地理司職制」第 7章
にも同趣旨の規程あり）。
※ 52 地理司分課編成表は，「地理司分課」掲載の官員 44名を，掛と職位を基準に分類，配列したものである。各
職位の人数の合計欄の括弧内の数字は，「地理司分課」がもっともよく適合する『職員録（明治 3年 11月改）』
に掲載されている各職位の人数である。
※ 53 このように分析してくると，『職員録（明治 3年 11月改）』にその名が掲載されているのに「地理司分課」に
はその名がないもうひとりの大佑（村上知彰）が，「地理司分課」からははずれている測量掛を担当した，と
推測しても問題は無いように思われる。
※ 54 『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』。
※ 55 『職員録 上（明治 4年 4月［10日］改）』。
（この項，次号に続く。）
